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電話インタビュー調査に基づく

診診連携システムの類型化



【背景】

在宅療養支援診療所にはその要件とされている
 24時間往診可能な体制を揺るぎなく堅持すること

 が期待されているが医療機関にとってその負担は
 小さくない。特に、常勤医師数1名である診療所の
 場合、その心理的、肉体的負担は大きい。

診療所の常勤医師複数体制化を除けば、診診連
 携や訪問看護師との連携が最も有力な対応策であ
 る。しかし、実際には地域ごとの事情、参加する医

 師たちの意向や事情もさまざまであることから、全
 国で広く診診連携グループが活動する状況にはい
 まだ至っていない。



【調査項目】

・設立年月日
 

・設立母体
 

・メンバー数
 

・構成要員

・対象地域
 
・年間症例数

・副主治医の実働実態
 

・副主治医の役割

・副主治医の待機方法

・運営上の工夫
 

・規約や趣意書の有無

・患者情報の共有方法
 

・カルテ記載の方法

・訪問診療以外の活動内容

・組織運営上の課題
 
・報酬の按分方法

【方法】
 全国各地で活動している診診連携グループの中心的役

 割を担っている医師12名の協力を得て、電話を用いた
 聞き取り調査を実施した。



電話インタビュー調査にもとづく
 

診診連携システムの類型化

A 設立の経緯 と
 

構成メンバーの規模

B 副主治医の決定方法 と
 

患者情報共有

C 副主治医の待機・出動 と
 

看護師との連携

D カルテ作成 と
 

副主治医への報酬支払い



A 設立の経緯と構成メンバーの規模

1 設立の経緯

a 有志の集まり

b 医師会等を母体とする

2 構成メンバーの規模

a 5名以下の少数精鋭グループ

b 20名以上からなる中大規模グループ



B-1 副主治医の決定方法

a 導入時に副主治医を決定する

b 不在時にすべての患者を当番医師に委ねる

c 連携医師の患者は自動的に副主治医になる

d 曜日ごとに副主治医を決めておく

e ｽﾃｰｼｮﾝ看護師が連携医師に出動を要請



B-2 患者情報共有のしくみ

a 導入時に入手した診療情報を共有する

b 依頼する直前に電話で要点を伝える

c 依頼する直前にｼｮｰﾄｻﾏﾘｰを作成する

d 月に一度全患者のｻﾏﾘｰを作成する

e 訪問看護指示書をｼｮｰﾄｻﾏﾘｰとして活用

f 患者のﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄを運用し副主治医も加入

g 氏名と住所以外の患者情報は共有しない



C 副主治医の出動と看護師との連携

1 副主治医の待機・臨時出動

a 副主治医の連絡先を事前に案内しておく

b 電話を診療所職員が受け副主治医に連絡

c 主治医が連絡を受け副主治医に対応を依頼

2 看護師との連携

a 主治医診療所の看護師が副主治医に同行

b 訪問看護ステーションの看護師が連携

c 看護師は関与しない（副主治医単独で対応）



D カルテ作成と副主治医への報酬

1 カルテ作成（診療報酬の請求方法）

a 非常勤医として登録し主治医カルテに記載

b 副主治医の診療所で新たにカルテを作成

2 副主治医への報酬支払い

a 特に設定していない

b 時給を定めて実働時間に応じて支払う

c 臨時往診1件ごとに報酬を支払う

d 1日ごとに待機料を支払う

e 副主治医が請求する診療報酬



ネットワーク運営上の工夫例

1 ﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄを運営して情報共有や交流を図る

2 講演会や症例検討会、懇親会など実際に顔を
 合わせる機会を設ける

3 受け入れ可能な患者数等応需状況を把握する

4 各種ﾏﾆｭｱﾙ、在宅療養手帳等を共同作成する

5 負担の大きい事務局を輪番制で回している

6 専門外の領域の専門往診を相互に提供する

7 医療材料・衛生材料を相互に融通しあう



【結語】

地域での診診連携グループの構築を希望す
 る医師同士で話し合う際に、 本研究において
 類型化されたA)～D)の４つのカテゴリーごと

 に示された選択肢を提示するという活用方法
 を想定している。

地域や構成するメンバーにとって最適な診
 診連携システムを構築するにあたって有力な

 ツールとなるものと期待される。
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